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「長崎県は、すべての未買収地

を強制収用（行政代執行）につ

ながるレベルに乗せた。徹底抗

戦を構える地権者らを立ち退か

せるには代執行が不可避。13 世

帯約 60 人の暮らしを公権力が

根こそぎ奪い取るという、現代

日本ではおよそ想像しがたい光

景が現実味を帯び始めた。」 
と解説しています。 
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県用地課は「通常の公共事業は裁決申

請から明渡まで最短 1 年だが、長期化

も考えられる」と見ているようです。 
13 世帯の皆さんは「これまで通りの生

活を続けるだけ」と明け渡すことはあ

りえません。 
 
長崎県と佐世保市による「こうば

るの直民地化」を全国の皆さまと

の連帯で阻止しましょう。 


